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今月のトピックス

2040年に向けたデジタルヘルスの活用
～バーチャルホスピタルの実現へ～

産業・地域調査本部

2021年度DBJ設備投資計画調査の概略とポイント
マクロ面から見込まれる設備投資の持ち直し

コロナ下の人口変動と国内労働供給
コロナ後に一層求められる労働の質向上
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2040年に向けたデジタルヘルスの活用
～バーチャルホスピタルの実現へ～

＊本資料は原則として12月19日までに発表された
経済指標に基づいて作成しています。
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• デジタルヘルスとは、IoT、AI、ロボティクスなどを活用した健康・医療・介護といったヘルスケア領域の

サービスや製品を指す。政府は、2022年10月に「医療DX推進本部」を設置しており、デジタルヘルスの

活用を進めるため、省庁横断で取り組みを行っている。

• デジタルヘルスの基盤となる健康・医療・介護情報プラットフォームを有するオランダ、米国、フィンランド

では、新たなヘルスケア提供体制として、バーチャルホスピタルの利用を進めている。

• わが国では、2040年頃には高齢者人口がピークを迎えるため、限られたリソースを集約し、広域化・効

率化に資するデジタル技術の活用が期待される。データを効果的に蓄積、運用するプラットフォームの構

築およびシームレスなヘルスケアサービス・医療機器を提供する「日本版バーチャルホスピタル」の実現

が求められている。

要旨

2040年に向けたデジタルヘルスの活用
～バーチャルホスピタルの実現へ～

産業調査ソリューション室 植村 佳代、小松 俊也

オランダ、米国、フィンランドといったデジタルヘル

ス先進国では、健康状態や時間、場所に限定され

ない新たなヘルスケア提供体制が実現しつつある。

本稿では、先行する海外の取り組みを通して、日本

版バーチャルホスピタルの構築について考察を行う。

1.デジタルヘルス活用に向けた動き

デジタルヘルスとは、IoT、AI、ロボティクスなど

を活用した健康・医療・介護といったヘルスケア領

域のサービスや製品を指す。コロナ禍では、医療・

介護の供給体制のひっ迫や遠隔・非接触ニーズ

が高まったことで、デジタルヘルスの活用が進み

つつある。

わが国では、医療・介護費用の増大や従事者の

不足、疾病構造の変化、認知症患者の増加など

への対応が課題となっている。2040年頃には高齢

者人口がピークを迎え、医療・介護分野は現役世

代の5人に1人の従事が必要となることが見込まれ

る（「2040年を見据えた社会保障の将来見通し」

厚生労働省ほか、2018年5月）ため、この課題に対

して、リソースを集約し効率化を高めるデジタル技

術の活用が期待を集めている。

政府は、デジタル技術を活用する基盤として、

2012年に個人が情報を管理・活用できる「どこでも

MY病院」構想を打ち出し、個人の健康記録

（PHR：Personal Health Record）や医療機関間

の地域医療情報連携（EHR：Electronic Health

Record）の利用促進に取り組んできた。2022年6

図表1-1 わが国の医療・介護におけるデジタルヘルスの取り組み

（備考）各種資料により日本政策投資銀行作成

e-japan

戦
略
（2001

年
）

医療情報化に関する
タスクフォース（2012年）

経済財政運営と改革の基本方針
［骨太の方針］（2022年）

「どこでもMY病院」
（自己医療・健康情報
活用サービス）構想

シームレスな地域
連携の医療実現

レセプト情報などの活用
による医療の効率化

【デジタル技術活用基盤】

• 全国医療情報プラットフォームの
創設

• 電子カルテ情報の標準化

• パーソナルヘルスレコード
（PHR）の推進

• オンライン資格確認、マイナン
バー保険証の導入

【デジタルサービス提供体制】

• オンライン診療の活用促進

• かかりつけ医機能が発揮される
制度整備

• 診療報酬改定DX
• AI技術を活用して医療現場の負

担軽減につなげる「AIホスピタル」
の推進および実装

今月のトピックス
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図表1-3 オンライン診療関連の政策

（備考）OECD（2021）,“Proportion of primary care physician 
offices using electronic medical records”

図表1-2 診療所の電子カルテ導入状況（OECD・2021年）

（備考）各種資料により日本政策投資銀行作成

（％）

（千件） （％）

（備考）厚生労働省「電話診療・オンライン診療の実績の検証の
（備考）結果」

月に閣議決定した「経済財政運営と改革の基本方

針2022（骨太の方針）」において、「医療DX推進本

部」が新設された。骨太の方針では、マイナンバー

保険証による個人の治療データや処方箋データの

連携、オンライン診療の促進、AI技術の活用などと

いったデジタルヘルス関連の政策が注力分野とし

て定められている（図表1-1）。

こうした取り組みを政府は進めようとしているもの

の、2021年6月単月で赤字だった病院が約8割

（「病院運営実態分析調査」、（一社）全国公私病

院連盟）あることや診療所など小規模な施設が多

いため、十分な投資余力がないことから、デジタル

化投資は進んでおらず、国全体で最適な医療体制

の構築には至っていない。診療所の電子カルテ

（EMR ：Electronic Medical Record）の導入割合

は、4割程度とOECD加盟国の中でも、低い水準に

とどまる（図表1-2）。また、コロナ禍で規制緩和が進

んだことから（図表1-3）、オンライン診療対応医療

機関数は、2020年5月に前月の9.7％から13.7％に

伸長したものの、診療報酬が対面の場合より低いこ

となどが障壁となり、その後は横ばい程度で推移し、

オンライン診療の普及は遅れている（図表1-4）。

0 20 40 60 80 100
オランダ、フィンランド、
エストニア、ドイツなど

16ヵ国

英国、スペイン

スロバキア

オーストラリア

カナダ

チェコ、ベルギー、
オーストリア、フランス

韓国

ラトビア

チリ

ロシア

日本

スイス

メキシコ、ポーランド

イタリア

ルクセンブルク、アイル
ランド、ニュージーランド

米国

2022年

• 初診が恒久化
（初診の診療報酬は対面の87％、再診は
同水準）

• 距離要件を撤廃

• ［規制改革会議］公民館・介護施設での
受診解禁を答申

• 保険収載開始（診療報酬は対面の65％）
• 初診は原則対面診療
• 3ヵ月に1回の対面が必要
• おおむね30分以内に通院が可能

2019年
• オンライン診療を実施する医師へ2020年

からの研修義務化

2020年
• 初診が時限的に認められる

（初診の診療報酬は対面の74％）

2018年

全体（右目盛）

初診（右目盛）

（年月）

図表1-4 オンライン診療対応
医療機関数・割合の推移
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2.海外のデジタルヘルスの取り組み

～バーチャルホスピタルの事例～

コロナ禍では、デジタルヘルスの中でもバーチャ

ルホスピタルの活用が海外を中心に進展した。

バーチャルホスピタルは、明確な定義がないため、

先行する海外事例から、参考となる主な取り組みを

時系列に3つ挙げる（図表2）。

①2000年代 ＩＴ企業による医療機関向けのデジタル化

サポート

2000年頃より、インターネットの普及により、医療

機関では、医師と患者間で通信デバイスを用いたオ

ンライン診療の利用が拡大した。約100ヵ国でバー

チャルケアプラットフォームを運営する米国のグロー

バルメッド（Global Med）は、主に専門医療が不足し

ている地方の病院向けに、デジタル化に対応した検

査カメラ、聴診器、耳鏡などの医療機器とビデオ会

議ソフトウェアを接続したデバイスを提供し、医療機

関のデジタル活用をサポートしている。

②2010年代 医療機関によるデジタルサービスの拡充

2010年代になると、医療機関がバーチャルホスピ

タルの運営を始めた。2015年に米国で開業した

マーシー・バーチャル・ケアセンター（Mercy Virtual

Care Center）は、世界初の医療機関によるバーチャ

ルホスピタルで、農村部向けに一箇所のケアセン

ターから複数の州にサービスを提供している。また、

別の医療機関では、バーチャルケア専業のチーム

を医療機関内に設置する事例もみられる。近年の米

国においては、高度な専門医療の提供に加え、脳

卒中、心臓病、糖尿病といった慢性病患者の健康

状態を遠隔管理するサービスも増加している。

③2020年頃 国による健康な人も対象としたサービス

2020年頃より、健康な人も含めたデジタルケア専

用のプログラムが開発され、新しい健康・医療・介護

サービスの提供事例が出てきた。その具体事例とし

て 、 デ ジ タ ル ヘ ル ス ビ レ ッ ジ （ Digital Health

Village）の取り組みについて後述する。

図表2 主なバーチャルホスピタルの取り組み事例

（備考）各種資料により日本政策投資銀行作成

• Connect Care Pro 
（35の遠隔医療
プログラム）

• 約100ヵ国で提供

• Telemedicine 
Stations
（デバイスとビデオ
会議システムが
一体化したデバ
イス）

• Wall Doc
（壁に取り付ける
検査ステーション）

Mercy Virtual Care Center
（米）

Intermountain 
Healthcare（米）

Global Med
（米）

Digital Health Village
（フィンランド）

主な
バーチャル

ケア

名称

運営
機関

設立

対象
領域

健康・医療・介護

提供
体制

2013年 2018年2002年 2018年

ＩＴ企業 医療機関 国

医療

－
300名程度

（施設内のみ）

設立
趣旨

サービスが不十分なエリアの医療アクセス向上
ケアの格差のない

社会の実現
デジタル技術による

健康・医療・介護サービスの革命

500名超
（提供先を含む）

• 仮想ハブ：（健康な人向け）相談サービス。
リハビリ、がんなど32のハブ。匿名利用で
きるAIチャットボット機能あり

• デジタルケア管理プログラム：（患者向け）
300程度のプログラム。デジタルサービス
用の「My Path」アカウントで利用。モニタリ

ング機器を利用した健康相談、治療段階
ごとに画像やビデオを活用するセルフケア
を提供

• デジタルヘルスビレッジPRO：（専門家向

け）電子コーチング、日常業務のオンライ
ンサポート

• ｖICU

• ｖStroke
（脳卒中サポート）

• ｖホスピタリスト
（リアルタイムの評価、
検査・治療）

• ｖEngagement
（慢性疾患サポート）ほか

2,000名

① ② ③事例番号

デジタル活用サポート 専業病院
病院内に

専業チーム設置
仮想的に専門家が集結

地方病院、診療所、患者（在宅）提供先
専門家が不足している
地方病院、診療所

健康な人も含めた全ての国民
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国立医療ICT研究所
（Nictiz : データの標準化
および監督、2002年設立）

・標準の定義、維持
・専門知識、アドバイスの提供
・個人情報保護のルール作成

3.海外における健康・医療・介護情報プラット

フォームの取り組み

次に、バーチャルホスピタルを含めたデジタルヘ

ルスの情報基盤となるプラットフォームについて、

オランダ、米国、フィンランドの事例をみていく。

（1）オランダ 民間運営の分散型プラットフォーム

オランダは、2013年に高福祉国家から国民が自

助努力する参加型のヘルスケアに転換し、デジタ

ル技術の活用や予防の取り組みを強化した。

同国のプラットフォームは、利用者が参加を表明

するオプトイン方式で、家庭医が電子カルテ

（EMR）情報を管理する分散型のプラットフォーム

である。保険会社が出資する民間機関であるヘル

ス ケ ア プ ロ バ イ ダ ー コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 協 会

（VZVZ）が、情報の管理・連携を行うLSP（オラン

ダ語の頭文字）を運営しており、国が出資する国立

医療ICT研究所（Nictiz）がデータの標準化を担当

している（図表3-1）。この仕組みにより、ヘルスケア

プロバイダー（医療機関、薬局、介護施設など）間

の地域医療情報連携（EHR）も進み、足元では8割

超の関係機関が参加している。

また、同国では個人の健康記録（PHR）の利用を

促進するために、民間企業の開発によるアプリの

普及を進めている。利用者は、心拍数や血中値の

測定、食事と睡眠の習慣など、用途に応じた複数

のアプリから選択できる。また国は、アプリ開発事

業者や情報共有先の医療機関に国の「Medmij

（メッドマイ）」認証を取得させている。このような認

証制度により、PHRのセキュリティや品質を担保し

ている。

今後同国では、このようなプラットフォームを活用

し、目標に掲げた慢性疾患者や在宅介護向けの新

しいサービスを創出し、バーチャルケアに関連する

取り組みも進める計画がある（図表3-2）。

図表3-1 オランダの健康・医療・介護情報プラットフォームの仕組み

（備考3-1、3-2）Nictiz、VZVZヒアリング、受領資料により日本政策投資銀行作成

図表3-2 オランダの取り組み予定

交換を許可

診療所（家庭医）
薬局（薬剤師）

AORTA医療情報連携基盤インフラ

出資

ヘルスケアプロバイダーコミュニケーション協会
（VZVZ ： LSPの運営・構築、2013年設立）

国

保険・福祉・スポーツ省
（VWS）

救急医療病院（専門医）
介護施設

市民サービス番号
（DigiD）⇒（eID）

データ

標準化

民間保険会社（非営利）と
家庭医・病院・薬局などによる
協同組合大手4社、小規模6社

民間

（強制加入）
基本保険：公的健康保険

（任意）
補完保険：私的健康保険保

険

患 者

アクセス範囲の
コントロール

医療従事者
（IDUZI）
カード提示

情報共有
同意書提示

データデータ

LSP参加は任意

協力

交換要求

保険に加入

医療費の
償還

LSP LSP LSP LSP

LSP （ナショナルスイッチポイント）
［全国医療情報交換プラットフォーム］

出資

PHR：民間開発のアプリ
（国のMedmij 認証付き）

EHR

EMR

事前合意

法律で明示的な
同意を得る

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

利
用
者

慢性病患者の80％は、モバイルアプリやインターネットアプリケーションを使って医療データに直接アクセスする

慢性病患者や高齢者の75％が専門家によるリモートモニタリングと組み合わせて自主的に測定を行う

自宅で介護を必要とする人は誰でも、24時間リモートで介護専門家とビデオ通信やホームケアをサポートする
ためにスマートホームテクノロジーの使用ができる

①

②

③
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（2）米国 ユーザーを中心にシームレスに情報が

連携するIHNプラットフォーム

米国には、IHN（Integrated Healthcare Network）と

呼ばれる急性期、亜急性期、外来、リハビリ、在宅

などの医療や福祉・介護を一体的な経営の下に運

営する事業体がある。IHNは、ネットワークにつな

がっているメンバー（患者など）に、必要な医療・介

護を切れ目なく、効率的に提供することができる

（図表3-3）。このような医療・介護ネットワークの構

築が進むと、患者自身による医療情報の活用や、

バーチャルホスピタルから在宅患者向けに必要な

医療・介護を24時間365日提供できるようになる。

カイザーパーマネンテ（Kaiser Permanente、以

下、カイザー）は、39箇所の病院、723箇所の診療

所・介護施設を有する米国最大のIHNである。カイ

ザーは、2002年に将来のヘルスケアの在り方に関

する 「ブルースカイビジョン」を策定し、ケアの中心

にいるべき者はユーザーである「Patient-Centered

Medicine」という捉え方を示した。

カイザーは、コロナ禍にバーチャルケアを拡大し、

2020年の外来診療のうち約5割を遠隔で実施した

（図表3-4、3-5）。カイザーは、患者の健康・医療・

介護の情報を電子カルテ（EMR）に統合している。

その結果、バーチャルケアを実施する際に、医師

が患者の全体像を即座に把握でき、薬の処方、検

査の予約、画像データの取り寄せ、必要な治療と

いう一連の業務をスムーズに行える。さらに、カイ

ザーは、在宅者向けにウェアラブルデバイスなどを

用いて、糖尿病や高血圧といった慢性疾患、心臓

病などの専門医療に対して、リモートモニタリングを

導入した。患者は家にいながら、これらのパーソナ

ライズ化されたバーチャルケアを利用できる。また、

カイザーは、AIを利用した独自の診断サービスの

提供も始めた。米国のIHNは、電子カルテ（EMR）

に個人の健康記録（PHR）を紐づけ、双方向に連

携するという方法で、バーチャルケアの活用を進め

ている。

（備考）Sentara Healthcare資料などにより
日本政策投資銀行作成

図表3-5 カイザーパーマネンテ
バーチャルケアのイメージ

（備考）日本政策投資銀行撮影

図表3-4 カイザーパーマネンテの
バーチャルケア概要

設立年

売上

会員数

1945年

887億㌦（2020年）

1,240万人

所在地

従業員数

施設数

カリフォルニア州オークランド

22万人

病院39
診療所・介護施設ほか723

Webサイトのアクセス回数 4億8,800万回以上

Webサイト、モバイルアプリ
へのサインイン

4億2,300万回以上

サイト登録メンバー数 770万人（全メンバーのうちの62％）

外来診療
48％をビデオまたは電話で実施
（ビデオ診療は2019年から28倍増）

電話とビデオの定期診察 3,100万件以上

電子往訪 460万件程度

遠隔患者モニタリングプログラム
月平均で約33,000人
（前年より90％増加）

オンラインで記入された処方箋 4,200万件

ラボテストの結果表示 6,060万件

バーチャルケアの活用状況（2020年時点）

図表3-3 IHN 概要

（備考）Kaiser Permanente資料などにより日本政策投資銀行作成

IHN
［切れ目のないケア］

IHN
［切れ目のないケア］

医療保険医療保険

終末期ケア終末期ケア

長期介護長期介護

在宅
ケア
在宅
ケアリハ

ビリ
リハ
ビリ

急性期
ケア

急性期
ケア

救急
ケア
救急
ケア

患者搬送
サービス
患者搬送
サービス

精神ケア精神ケア

プライマリケ
ア/専門ケア
プライマリケ
ア/専門ケア

予防と
早期発見
予防と

早期発見
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（3）フィンランド 国営の集中型プラットフォーム

フィンランドでは、「社会保障ケアサービスにおけ

るクライアント・データの電子処理に関する法律」に

基づき、社会保険庁（Kela）は2007年、各医療圏

が保有する地域医療情報連携（EHR）の情報を一

元化した集中型の「KanTaプラットフォーム」の運用

を始めた（図表3-6）。

足元では、病院・診療所における電子カルテ

（EMR）の普及率は100％に近く、KanTaには、診

察記録、介護情報、電子処方箋、検査結果などが

格納されている。また、2010年には個人がパソコン

などで自身の診療情報などを確認できる「My

KanTaページ」が開設され、2017年には健康デー

タを追加できるPHRの運用が始まった。KanTa上の

データを匿名化した二次データの利用を促進する

ため、経済・雇用省傘下の政府機関であるビジネス

フィンランド（Business Finland）は、企業規模を問

わない事業投資、企業マッチングを行い、ヘルスケ

ア産業の新事業創出を後押ししている。

2020年頃よりエストニア、ドイツなどと電子処方箋

やCT検査画像がKanTaに接続されるようになり、

国境を越えた情報連携が行われるようになった。そ

のほか、集中型プラットフォームを活用した在宅介

護向けの遠隔サービスを24時間365日実施してい

る。

2014年に国策として開始された「デジタルヘルス

ビレッジ（Digital Health Village）」は、前述のバー

チャルホスピタルの事例として特に注目に値する。

デジタルヘルスビレッジは、医療専門家、ITスペシャ

リスト、患者組織とともに開発されたデジタルサービ

スプラットフォームであり、居住地に関係なく全ての

国民が利用できる。現在、約2千人のヘルスケア専

門家がサポートしている。

デジタルヘルスビレッジは、主に三つの機能を有

する。一つ目の「仮想ハブ」では、国民向けに健康

時（未病時）の専門家相談サービスを提供し、個人

の疾病予防やセルフケアに役立てている 。2022年

時点で、ウェブ上にはリハビリ、手術、がん、心臓病

などの仮想ハブを32箇所設けている。それらのハ

ブの利用を通じて、各個人は自身の健康状態につ

図表3-6 フィンランドの健康・医療・介護情報プラットフォームの仕組み

（備考）Business Finlandヒアリング、受領資料などにより日本政策投資銀行作成

データを研究・開発目的
で利用、ビジネス化

• 処方箋

• 健康情報
• 福祉情報
• 同意と禁止事項

• 臓器提供の意思表示
• 治療の意思表示
• 新型コロナの検査証明

• 画像検査
• 診断
• 健康とケアの計画
• 証明書とステートメント
• 重要なリスク情報
• ラボテスト
• 歯科治療
• 測定値
• 照会

• 健康と医療情報の開示
• 予防接種
• 行動
• ウェルビーイング情報
• 同意と禁止事項
• 寄付
• リビングウイル
• 検死官

Business Finland

• 患者データ
• 介護データ
• 処方箋データ
• パーソナルヘルスレコード 大企業

スタートアップ

研究機関

国民 医療機関

情報提供
実装

診療データ、
電子処方箋 医療データ共有My KanTa ページ

経済・雇用省

社会保険庁

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
政
府

二次データ

投資、企業マッチング支援など

各地域の電子カルテ統合システム EHR

PHR EMR

KanTaプラットフォーム

My KanTa ページ

富士通フィンランド
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いてより多くの最新情報を取得できるようになり、医

療機関の受診回数は必要最小限となった。

二つ目の「デジタルケア管理プログラム（デジタ

ルケアパスウェイ）」は、 2022年時点で300程度あり、

特定の診断を受けた患者が、医師の紹介で利用で

きる。患者はデジタルサービス専用のアカウントを

持つことで、モニタリング機器を活用した治療や、

画像およびビデオを用いた治療段階ごとのセルフ

ケア、リハビリテーションプログラムの提供を受けら

れる。該当の治療プログラムがある場合、約8割の

患者が使用している。

三つ目の「デジタルヘルスビレッジPRO」は、医

療・介護分野のプロフェッショナル向けのサービス

として、オンライントレーニング、デジタルサービス

ツール、個々の専門分野のガイド、検索ツールを

提供している。この仕組みにより、専門家間の交流

や知識の共有が進み、デジタルケアサービス導入

を促す役割を果たしている。

4.欧米とわが国における健康・医療・介護情報の

連携状況

このようにデジタルヘルスへの移行が進む欧米

では、データ連携の基盤となるプラットフォームを

介して、個人の健康記録（PHR）と電子カルテ・地

域医療情報（EMR/EHR）の連携が行われており、

家庭医、専門医、薬剤師、看護師、介護士などと

いった多職種のメンバーがデータを共有できる（図

表4）。さらに、プラットフォーム上で蓄積したデータ

は、研究開発用の二次データとして活用が進む。

例えば、デジタルヘルスビレッジ内の開発で初め

て医療機器認証（CEマーク）を取得した機器は、皮

膚画像を読み取り、医師の診断をナビゲートする

機能が付いている。その結果、クラウド上での診断

をサポートするサービスが実用化された。

一方、わが国では、PHR、EHRの相互運用が可

能な仕組みとなっておらず、二次データも含め情

報が分散した状態で蓄積されている。ただし、2022

年にデジタル田園健康特区に選定された岡山県

吉備中央町や長野県茅野市、石川県加賀市など

では、ヘルスケア情報の一元化に向け、スマートシ

ティの基盤となる都市OSを介し、米国の医療デー

タ標準化団体が定めた医療情報の標準化規格を

用いたPHRとEHRの相互連携に向けた取り組みが

始まっている。また、スマートシティ計画を進める福

島県会津若松市においても、2022年度に都市OS

を介してPHRとキビタン健康ネット（県のEHR）を連

携した「バーチャルホスピタル会津若松（PPK）」の

サービスを始める予定である。

（備考）1.日本遠隔医療学会ヒアリングなどにより日本政策投資銀行作成
（備考）2.PHR：Personal Health Record（個人の健康記録）
（備考）2.EHR：Electronic Health Record（医療機関、薬局、介護施設などの情報連記。なお、日本は医療機関間の情報連携を指す）
（備考）2.EMR：Electronic Medical Record（院内の電子カルテ）
（備考）3.*は症状の入力、センサー機器などによる情報取得

図表4 健康・医療・介護情報の連携状況

欧州（北欧など）：
研究DB販売

EHR

PHR

研究用DB
（二次データ）

PHR

EMR
EMR

EMR

DB
DB研究用DB

（二次データ）

PHR
PHR

PHR

Mobile Health

研究DB：
次世代基盤法ほか

日本 米国：Patient-Centered Medicine欧州：Mobile Health*の活用

プラットフォーム
（構築中）

プラットフォーム
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図表5 IT企業などのデジタルヘルスの取り組み

（備考）各種資料により日本政策投資銀行作成

オムロン
（日本）

グーグル
［Google］
（米国）

アップル
［Apple］
（米国）

• 2019年 シンガポール企業向けに従業員の健康管理サービスプラットフォーム「HeartVoice」を
開発・販売

• 2021年 英国で高血圧治療の遠隔診療サービス「Hypertension Plus」の提供を開始

• 2008年 「Google Health」の取り組みを開始（2012年に一時撤退後、2018年に再開）
• 2018年 ヘルスケア分野のデータを相互運用できる「Cloud Healthcare API」を発表
• 2019年 早期のがん発見を可能にする肺がん診断AIを発表
• 2020年 医療データプラットフォームの「Care Studio」の取り組みを開始

• 2018年 iOSのヘルスケアアプリに「Apple Health Records」の機能を追加。米国、カナダ、
英国の数百の病院の電子カルテデータを統合し、ユーザーが診療記録を管理できる
サービスを展開

• 2020年 厚生労働省が「Apple Watch」の心電図アプリを家庭用医療機器として認可
（2021年1月から提供開始）

テラドック・ヘルス
［Teladoc Health］

（米国）

ヒューマ・セラ
ピューティクス

［Huma 
Therapeutics］

（英国）

平安グッド
ドクター

［平安医好生］

（中国）

• 世界最大規模のオンライン診療サービスプロバイダー
• 契約ユーザーは、モバイルデバイス、インターネット、ビデオチャットなどを通じ、同社の運営する

オンデマンド診療プラットフォーム上に24時間365日アクセス可能。有料会員数は5,250万人

• デジタルヘルス技術の世界的企業であり、デジタルファーストの医療提供と研究を推進
33ヵ国で展開

• 自宅にいる患者の状態を遠隔で管理できるシステム「Hospital at home」やプログラム医療機器
（SaMD）の「Companion Apps」を提供。日々の健康データを患者のスマートフォンからリアルタ
イムで取得し活用を進める

• 2021年 約1億3千万㌦の資金調達を実施。独製薬大手バイエルのほか、日立、ソニー、ニプロ、
韓国サムスン電子などが出資

• 2022年 英製薬大手アストラゼネカと提携

• 中国平安保険グループの子会社
• 2015年 オンライン診療アプリ「平安好医生（Ping An Good Doctor）」を発表
• 2020年 ユーザー数は4億人以上

ウィードクター
［微医］

（中国）

• 2010年 「掛号網」の名称でサービスを開始
• 2015年 オンライン病院を設立。サービス名を「微医（WeDoctor)」に変更
• 2020年 中国各地で30箇所のオンライン対応可能な病院を運営
• 7,600箇所以上の病院、22箇所の慢性疾患サポートセンター、2万6,000箇所の小規模医療

機関・診療所と提携
• 25万人を超える医師がオンライン対応を行い、2億1,000万人を超える登録ユーザーあり

ディープテック
［Deep Tek］

（インド/本社米国）

• 2018年 AIを活用した医療画像診断支援システムや遠隔読影サービスなどを展開するスタート
アップをインドに設立。NTTデータからの出資を受ける

• 2020年 コロナ診断にAIを搭載した画像診断支援を活用する活動を発表

エムファイン
［Mfine］
（インド）

• 2017年 遠隔医療スタートアップとして設立
• 2020年 インド国内の1,000以上の町でサービスを提供。コロナ感染の可能性を判断するサービス

を開発

アマゾン
［Amazon］
（米国）

マイクロソフト
［Microsoft］
（米国）

• 2020年 医療データを収集・分析する「Amazon HealthLake」を発表。生体データを取得する
フィットネスバンド「Amazon Halo」を発売

• 2020年 「Microsoft Cloud for Healthcare」の提供開始
• Mixed Realityによる医療技術の開発・普及

5.IT企業などで進むデジタルヘルスの取り組み

デジタルヘルスの取り組みは、欧米や中国では、

IT企業やベンチャー企業が進めている。なかでも、

コロナ禍の需要拡大を背景に、スマートフォンを利

用した24時間365日アクセス可能なバーチャルケア

が拡充しつつある。一方、日本国内では独自の保

険制度があるため、取り組みの進展が遅いことから、

いくつかの日本企業が海外のデジタルヘルス事業

に出資する事例がみられる（図表5）。
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6.2040年に向けたデジタルヘルスの活用

～日本版バーチャルホスピタルの実現へ～

これまでみてきたように、デジタルヘルスの活用

が進むと、ヘルスケアサービスは、健康状態や時

間、場所に限定されることなく、日常生活の場でも

提供ができるようになる（図表6-1）。

2040年頃に高齢者の人口がピークを迎えるわが

国では、健康増進・疾病予防から入院治療までの

一般的な保険医療を提供する二次医療圏におい

て、2040年段階で2015年時点と同水準の病床を

高齢者に提供するためには、大都市・地方都市で

は、さらに約10万床を確保する必要がある（図表6-

2）。財源や人手などの制約から医療施設の新増設

は厳しいため、デジタルヘルスを活用した在宅向

けサービスの拡充が期待される。一方、過疎地域

では約1万床が余剰となるものの、高齢化率の高い

過疎地域ほど人口密度が低下し（図表6-3）、医療

機関や介護施設の経営悪化や余剰分が削減される

場合は一施設が広範なエリアをカバーするといった

課題に直面する。そこでは、遠隔地からのサポート

があるヘルスケア提供体制の構築が必要不可欠で

ある。また、医療機関や介護施設の維持が困難な

過疎地域では、在宅サービスに加え、公民館などの

公共施設の活用を進める必要もあろう。このような地

域ごとに異なる課題の解決を図るためには、国策と

してシームレスなヘルスケアサービスを提供する「日

本版バーチャルホスピタル」が求められる。その実現

のためのポイントを5つ挙げる（図表6-4）。

（備考）各種資料により日本政策投資銀行作成

図表6-1 ヘルスケアサービスの変化

図表6-3 二次医療圏別2040年時点の
高齢者人口密度と高齢化率の変化率（2015年-2040年）

（備考）令和2年国勢調査（総務省統計局）、国勢調査地域別人口
（備考）将来推計、二次医療圏資料により日本政策投資銀行作成

図表6-2 二次医療圏別2040年時点の
高齢者利用病床数（2015年-2040年）

（備考）1.令和2年国勢調査（総務省統計局）、国勢調査地域別人口
将来推計、令和2年医療施設調査、二次医療圏資料により
日本政策投資銀行推計

2.高齢者利用病床数は一般病床数、高齢者は65歳以上

• 医療・介護施設といった場所だけに依存
しないバーチャルケア

• デジタル治療に関連するモバイルアプリ
治療やAI医療機器

• 症状変化を記録する継続モニタリングを
活用したAI予測診断

医療職が中心

現在

• 病気になってからの受診
• 病院で問診、診断、処置

個が中心

今後

• 医療領域が日常生活の場に
拡大

• セルフメディケーションが重要
（予防、AI判定・認知症予測）

主なデジタルヘルスツール

20

30

40

50

60

70

-40 -30 -20 -10 0 10 20

高齢者人口密度の変化率（％）

高齢化率（％）

上五島

能登北部

南檜山

賀茂

安芸

南渡島
北秋田

合計
大都
市

地方
都市

過疎
地域

2015
年

二次医療圏数 区域 344 52 166 126

面積 万km2 37.3 18.6 18.4 17.0

面積の割合 ％ - 5.0 49.4 45.7

高齢化率 ％ 26.7 24.3 27.6 33.5

高年齢人口密度 人/km2 92 742 88 23

高齢者利用病床数 万床 65 27 32 7

2040
年

高齢化率 ％ 35.2 32.6 36.7 43.8

高年齢人口密度 人/km2 99 943 96 20

高齢者利用病床数 万床 74 34 34 6

（2015年-2040年）
高齢者利用病床数の増減

万床 9.1 7.3 2.7 -0.9
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今月のトピックス

（備考）1.ヒアリングなどにより日本政策投資銀行作成 2.表中の番号は、文中の①～⑤の番号に対応

図表6-4 日本版バーチャルホスピタルの実現に向けて求められる5つのポイント

①バーチャル
ケアの提供

②公的な
サービス
基盤の構築

③ユーザー
の主体的
な関与

④官民連携

⑤マネタイズ

作成中

作成中

作成中

作成中

作成中

■アクセスの改善

• 遠隔の専門医とのコミュニケーショ
ンが可能

• 待機時間の削減
• 移動にかかる時間・費用の削減

• 個人が健康情報を持ち、場所にと
らわれず日常生活の中で医療・介
護にアクセスが可能

• 健康・医療・介護情報の連携

• 日常生活、術後ケア、介護時な
ど医療機関の受診時に限定し
ないサービスメニューを開発で
きる環境を整備

• デジタル技術に対応した機器
の開発

• 分散型プラットフォームの立ち
上げ

• 健康・医療・介護情報を統合し、
切れ目なくデータを蓄積

• PHRの活用により個人が健康

情報を持ち、予防や自身の病
気に主体的に関わる

• データの標準化

• 診療報酬・介護報酬へのデジタ
ルツールの組み込み

• 国、自治体、民間企業からの
出資

• 利用者数の確保

作成中

作成中

作成中

作成中

作成中

• 地域と連携したバーチャルホス
ピタルの構築

• 在宅医療・介護向けの24時間
365日のサービス提供

• デジタル機器の貸与

• 国・地域の医療情報連携ネット
ワーク、地域包括ケア、自院プ
ラットフォームを有する病院機
関と接続

• 地域ごとに実装した都市OSと
連携

• PHR、EHRの双方向連携
• AIによる自身の健康状態予測

サービスの活用

• 標準化したビッグデータの二次
利用

• デジタル人材の育成

• 病院プラットフォームの利用料
• 研究などへのデータの使用料

• 海外展開による外国での利用
料

準備フェーズ サービスフェーズ バーチャルホスピタルの活用メリット

■リソースの最適化
• 医療費・介護費の削減
• 予防医療の促進
• 専門医の負担軽減、専門性の重視

• 医療圏を越えたリソースの均てん
化、生産性向上

• 疾病構造変化、認知症患者増への
対応

■サービスの質の向上
• シームレスなサービス提供
• エビデンスベース、診療の見える化
• 膨大なデータに基づく質の高いAI、

デジタル医療・介護の提供

■データの標準化の進展、人材育成

• 国内での活用にとどまらず、標準化
により海外との接続や海外への事
業展開が可能

• 人材育成の場としての活用

①バーチャルケアの提供

海外事例でみた健康・医療・介護のシームレスな

バーチャルケアの提供を行うためには、医療だけ

にとどまらない、日常生活を含めたサービスメ

ニューの開発が必要不可欠である。その際、ヘル

スケアプロバイダーが開発を主導し、足元で取り組

みが遅れているデジタルサービス・機器をメニュー

に組み込むことで、データに基づく質の高いケアが

提供できる。具体的には、フィンランドのデジタル

ヘルスビレッジで取り組んでいる「健康時（未病時）

の健康相談」、治療段階ごとの画像・ビデオ・モニ

タリング機器を活用した「デジタルケア管理プログラ

ム」、「デジタル医療機器開発」が参考となる。

②公的なサービス基盤となるプラットフォーム構築

バーチャルホスピタルの取り組みを効果的に進

めるには情報基盤となるプラットフォームの構築が

重要である。わが国では、高齢者を支えるサービス

を地域一体で提供する地域包括ケアがあり、218の

地域医療情報連携ネットワークが存在する。公的

なサービス基盤となる官民連携のバーチャルホス

ピタルのプラットフォームには、地域ごとのネット

ワークを束ねる仕組みが必要不可欠であり、全国

の医療情報を集約しデータが連携できるオランダ

の分散型プラットフォームが参考となる。なお、マイ

ナンバーを公的な接続ポイントとして活用すること

も考えられよう。

③ユーザーの主体的な関与

ヘルスケアサービスが治療から予防へシフトする

中で、ユーザーがヘルスケアデータを持てるように

して、自身の健康状態に積極的に関わり、管理・理

解し、予防に役立てる。

④官民連携

オランダやフィンランドでは官民連携でプラット

フォームの構築やサービスの提供を行っている。わ

が国においても、ヘルスケアデータの標準化を図り、

民間技術を取り入れたバーチャルホスピタル事業

を協力して進める。併せて、人材育成の場としての

活用も期待される。
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今月のトピックス

図表6-5 2040年のバーチャルホスピタルを活用したヘルスケア提供体制

（備考）1.ヒアリングなどにより日本政策投資銀行作成
（備考）2.*サービスフェーズでは、患者データを統合するマイナンバー番号に加え、サービスを利用するアクセス番号の整備
（備考）2.について検討が必要
（備考）3.表中の番号は、文中および図表6-4の番号に対応

⑤マネタイズ

初期コストが大きいプラットフォームの運営は、一

定数の利用者がデータを使用することで収益が上

がる。都市OSのように限られた一地域だけの活用

では事業化が困難であるため、各都市OSを地理

的な制約のないバーチャルホスピタル上で接続す

る。さらに、各地の医療・介護施設とも連携すること

で、利用者の母数も増やせる。将来的には、国際

標準に基づいた医療情報の活用を進めることで、

フィンランドの事例のように、海外のヘルスケア

データとの相互連携や海外への事業展開の基盤と

しての活用も可能となる。

2040年に向けて、これら五つのポイントを踏まえ

ることで、日本版バーチャルホスピタル（デジタル）

と地域（リアル）が連携したヘルスケア提供体制の

展開が可能となる（図表6-5）。足元では、バーチャ

ルホスピタルに関連した動きとして、前述の「バー

チャルホスピタル会津若松（PPK）」に加え、順天堂

大学病院や東北大学病院も構想を公表し、わが国

のデジタルヘルスの取り組みが進展しつつある。世

界に先駆けた高齢化対応が求められる課題先進

国として、大都市・地方都市と過疎地域が抱えるそ

れぞれの課題解決を図るためには、限られたリソー

スを集約し、広域化・効率化に資するバーチャルホ

スピタルによって、最適なヘルスケア提供体制の構

築が可能となる。データの標準化を進め、効果的

に蓄積、運用するプラットフォームの構築および

シームレスなヘルスケアサービスや医療機器を提

供する日本版バーチャルホスピタルの実現に向け

た動きが進むことを期待したい。

薬局

4

日本版バーチャルホスピタル

【バーチャルケアの提供】

バーチャルホスピタル プラットフォーム

在 宅

バーチャル
コミュニティ

まちなか血液検査拠点
遠隔簡易診療拠点ほか

リモート
モニタリング

デジタル
サテライト

介護
病院・
診療所

自治体から
の拠出

・サービスの提供
・機器貸与

民間からの拠出
サービス・機器開発

利用者

医師、研究者
の交流

EHR

国

出資

検診・
予防接種

電子
処方箋

研究開発
二次データ利用

プラット
フォーム
利用料

地域医療
情報連携

ネットワーク

データ

地域医療
情報連携

ネットワーク

データ データ

アカデミア

5

5

民間
IT企業、医療機
器、保険など

レセプト/
特定健診

マイナンバー or アクセス番号*

1

都市OS API（HL7FIRE）

データ
標準化

データ

健康 医療 介護

継続モニタリング

AI予測診断モバイルアプリ治療

サ
ー
ビ
ス

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

2040
年

デジタル医療機器

ほか

PHR

病院プラット
フォーム

医療
（専門家）

介護

2

5

地域

4

3

リアル デジタル

マイナポータル

EMR
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2022年12月 2023年1月

日本 回復 回復

設備投資 持ち直し 持ち直し

公共投資 持ち直し 持ち直し

住宅 横ばい 横ばい

消費 回復 回復

輸出 持ち直しも一部に弱さ 持ち直しも一部に弱さ

輸入 増加 増加

生産 緩やかな持ち直し 緩やかな持ち直し

雇用 改善 改善

消費者物価 伸びが高まる 伸びが高まる

米国 インフレや利上げにより減速 インフレや利上げにより減速

欧州
ウクライナ危機により回復が
弱まる

ウクライナ危機により回復が
弱まる

中国
ゼロコロナ政策下で緩やかに
持ち直し

感染拡大により持ち直しに
足踏み

（備考）上方修正の場合は赤字、下方修正の場合は青字で表記

今月の景気判断
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7～9月期は一服も

日本経済は回復が続く

海外経済は減速も

内需の回復余地は大きい

新規感染者数と人出

GDP統計は12/8に年次改定が行わ

れ、2022年7～9月期の実質成長率

は前期比年率0.8％減に小幅に上方

修正された。この成長一服は輸入の

一部が前期からずれ込んで膨らんだ

ためとみられ、10～12月期はこの反

動増も加わって高い成長が見込まれ

ている。なお、今回の改定では、21

年末に一度19年末のGDP水準を回

復し、22年初にマイナスとなるなど、

感染に伴う一進一退の動きが強まっ

た。足元では感染第8波が地方圏を

中心に拡大するが、人出の減少はこ

れまでと同様に一過性とみられ、国

内外の旅行者も増加している。ウィ

ズコロナ型の対策に移行する中で感

染の経済影響は縮小しており、日本

経済は、消費や設備投資などの内需

中心の回復が続くと考えらえる。

先行きの景気リスクは海外要因にあ

る。コロナ禍から先行回復した欧米

経済は、インフレ高進やその抑制の

ための利上げによって23年前半にか

けて景気が悪化するとみられている。

また、中国もゼロコロナ政策下の行

動制限や不動産市場の調整により

低成長が続く。3極の減速により、日

本経済の輸出、ひいては2割が海外

向けである製造業への影響は避けら

れない。ただし、過去には海外経済

の減速や不確実性の増大により内

需が失速することが少なくなかった

が、今回はコロナ禍からの回復が遅

れた内需の増加余地が大きい。国内

でのインフレや金利上昇などの逆風

は限られており、欧米景気が金融問

題を伴って深刻化しない限り、日本

経済の回復持続が期待できよう。

（備考）内閣府、見通しは日本経済研究センター
「ESPフォーキャスト調査」

実質GDP成長率

日 本 経 済

今 月 の 論 点済

（備考）DBJ作成
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民間消費 設備投資
住宅投資 民間在庫
政府支出 輸出
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見通し（前期比年率、％）

（四半期）

GDP水準
（19年末＝100、右目盛）

景気
の山

コロナ
禍

現金給付
など回

復

後
退

インフレ
利上げ

インフレ
エネ不足

ゼロコロナ
不動産調整

主要国・地域の景気局面のイメージ

（備考）1.厚生労働省、内閣府 2.7日移動平均
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人手不足は常態化し

賃金上昇を後押し

2022年は40年ぶりインフレ、30年ぶりの円安を記録した。経済、社会が成熟して変化が

緩慢となり、政策技術の高度化もあって特に国内の景気変動は小さくなったが、世界的

なコロナ禍とそこからの回復によって数十年ぶりの大きな変化が生じた。ただし、23年

はこれらが修正される年になりそうである。

まず、すでに円安には歯止めがかかっているが、当面は不安定な状況が続く。その後は

米国で利上げペースや到達点が徐々に見定められる中で金利が低下し、日米金利差

に起因した円安修正が一段と進むとみられる。また、インフレ率は国際市況の低下など

により低下に転じるとみられる。ただし、急騰したエネルギー価格などは低下するにして

も、物価全体の水準が元に戻るとはみられていない。むしろ、値上げが広がったことで

中長期の予想インフレ率が高止まり、物価上昇率が1％以上で定着する可能性がある。

一方、需要回復で生じた労働市場のひっ迫は、今後一層強まる。15歳以上人口は21年

から減少傾向が強まり、これを母数とする労働参加率は23年ぶりの高さとなったが、今

後は、女性、高齢者を中心とする労働参加拡大の余地は狭まり、人手不足が常態化す

る。22年の給与増加率（賞与などを除く）は25年ぶりの高さとなったが、今後は物価並に

とどまらない賃金上昇、待遇改善で人を引きつけることが重要になる。日本の労働分配

率はバブル後の「失われた10年」に高止まりした後、不況による一時的な上昇を除けば、

歴史的な低水準にある。企業は人件費増加に対応しつつ、収益確保を迫られるが、こ

れが人を重視し、労働生産性を高める経営につながり、経済全体では内需好循環の実

現によって、こうした個々の企業の取り組みが支えられることが望まれよう。

23年はインフレ率鈍化も

物価上昇は続く

2022年は数十年ぶり

のインフレ、円安に

消費者物価水準の先行きイメージ

日 本 経 済

［産業調査部長 宮永 径］

（備考）1.総務省 2.生鮮食品を除く、平滑化したイメージ

指標 数値 いつ以来か

ドル円レート 10/21 150円 32年ぶり（1990年8月以来）

消費者物価上昇率（生鮮除く） 11月 3.6％ 40年ぶり（1982年2月以来）

労働参加率 9月 62.8％ 23年ぶり（1999年10月以来）

給与増加率（賞与などを除く） 7～9月期 1.5％ 25年ぶり（1997年4～6月期以来）

99
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（2020年＝100）

0.5％

3.6％

1.0％

（四半期）

今後

労働分配率

2022年に数十年ぶりの数値を記録した指標

（備考）日本銀行、総務省、厚生労働省

（備考）1.財務省によりDBJ算出 2.付加価値に占める人件費
の割合、季節調整値 3.網掛けは景気後退期
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分譲
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右目盛
中国を含むアジア
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7
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レジャー
小売、物流

財部門

（月次）

ほかサービス
（前月差、万人）
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住宅投資 政府支出
輸出 輸入

（前期比年率、％）

11月の賃金は前年比5.1％上昇し、前月

から伸びが拡大した。財部門が鈍化する

一方、サービスで再び高まった。労働参加

率の低下もあって失業率の悪化が抑えら

れる中、賃金上昇圧力は依然強い可能性

がある。ただし、低賃金労働者の解雇や

労働時間の短縮などで計算上時給が高

まったとの指摘があるほか、企業の回答

率の低さにより実態以上に上昇したとの

見方も多く、今後は雇用の減速を受けて

賃金上昇圧力も緩和すると考えられる。

（備考）米労働省

2022年7～9月期の実質GDP（改定値）は、

石油などの輸出や個人消費の増加により

前期比年率2.9％増加し、3期ぶりのプラ

ス成長となった。しかし、インフレや利上げ

により景気は減速しており、10～12月期

についても1％弱の成長にとどまったとみ

られる。23年は0％近傍の成長が続くとみ

られているが、利上げの累積的効果によ

る下振れリスクも警戒されており、景気後

退入りの予測が増えている。

インフレや利上げにより

減速している

雇用は緩やかな

減速にとどまる

［経済調査室エコノミスト 品田 裕太］

賃金上昇圧力はあるが

徐々に緩和へ

（備考）米商務省

今 月 の 論 点済

米 国 経 済

実質GDP成長率

（四半期）

（備考）米労働省

非農業部門雇用者数

賃金上昇率と失業率

設備投資
個人消費

米国の景気判断で重視される雇用は増加

が続いており、緩やかな減速にとどまる。

11月の雇用者数は前月比26.3万人増加

し、市場予想を上回った。レジャーや教

育・医療などのサービスで増加が続く一方、

コロナ禍の財特需もあって増加してきた小

売や物流が減少したほか、製造業の伸び

が鈍化しており、労働面でも財からサービ

スへの需要シフトが示唆される。当面はレ

ジャーなどのサービス中心に増加が続くと

みられるが、財部門やコロナ禍で増加した

業種で徐々に調整が進み、全体の伸びは

鈍化するとみられる。

パウエルFRB議長は、賃金上昇によるサービス物価（家賃除く）の高止まりに警戒感を

示している。財物価がすでに減速するほか、家賃は23年以降鎮静化に向かうと予想さ

れ、今後の利上げ判断では労働市場のひっ迫が緩和するかがより重要になる。

利上げ判断で労働市場の

ひっ迫緩和がより重要に
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在庫投資



＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿米 国 経 済

 主 要 指 標済
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2019

需要不足

資材・部品不足

労働力不足

（％） 【サービス業】

消費の弱い動きが、生産活動にも影響を与えている。製造業では、サプライチェーンの

停滞に伴う自動車部品や半導体などの資材・部品不足が生産活動の主な制約要因で

あったものの、22年半ば以降徐々に緩和しており、労働力不足も和らいでいる。これに

対して、財消費の減少に伴う需要不足により、生産活動が抑制される動きがみられる。

また、資材・部品不足による制約がほとんどみられないサービス業では、製造業同様

に需要不足の影響が拡大している。景気減速の中、生産活動を左右する要因が供給

不足から需要不足にシフトしつつあり、今後、物価上昇圧力の緩和にもつながるとみら

れる。

［経済調査室エコノミスト 岳 梁］

EUの2022年7～9月期実質GDP（改定

値）は、ウクライナ危機により前期比年率

1.4％増に減速し、回復が弱まった。供給

制約の緩和もあり、設備投資の伸びが拡

大したが、これに伴い、輸入も大幅に増

加した。また、物価高により実質所得が

目減りし、民間消費の伸びが鈍化した。

先行きについては、高インフレのほか利

上げの影響も加わり、民間消費や投資の

減少により、23年春にかけてマイナス成

長となり、23年通年では潜在成長率とさ

れる1％台半ばを下回る低成長が見込ま

れている。

民間消費は、財消費が巣ごもり需要や繰

越需要に支えられて20年後半にコロナ前

を回復したものの、21年末以降はこれら

の一服や物価高により、減少に転じた。

一方、コロナ禍で大きく落ち込んだサービ

ス消費は、行動規制の緩和に伴い回復し

たが、インフレの進行もあり、伸びが鈍化

した。

EU実質GDP成長率

（備考）Eurostat

今 月 の 論 点済
ウクライナ危機により
回復が弱まる

欧 州 経 済

生産活動に需要不足
の影響が拡大

財消費は減少、
サービス消費は回復

実質民間消費
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19 20 21 22

（2019年10-12月期＝100）

（四半期）
2019

サービス消費

財消費

（備考）1.Eurostat
（備考）2.独、仏、伊、北欧など15ヵ国
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需要不足

資材・部品不足

労働力不足

（％） 【製造業】

（備考）1.欧州委員会 2.複数回答、調査時期は四半期の初月

生産活動の制約要因に関するアンケート調査
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＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿欧 州 経 済

 主 要 指 標済
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（右目盛）
生産者物価
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資金需要指数

預金準備率（月次、右目盛）貸出承認指数

（％）

需要強い

貸出条件
緩い

景気が力強さを欠く中、政府は11/11に隔離期間の短縮や地方政府の過度な規制を

取り締まる「20ヵ条の措置」を発表し、経済と防疫のバランスを重視する姿勢を強めた。

ただし、10月の党大会ではコロナ封じ込めが重要とのメッセージが打ち出されたばか

りであり、地方当局は厳しい活動制限を優先したため、この措置は実効性を伴わな

かった。一方、11月末にゼロコロナ政策への抗議活動が全土に広がると、政府はウイ

ルスの弱毒化に言及して市民の警戒心の払拭に努めつつ、矢継ぎ早に緩和方針を

打ち出した。特に都市ロックダウンの禁止などを定めた10ヵ条の緩和措置は政策の

転換点となり、多くの地方都市で人出は下げ止まっている。感染爆発や外出自粛の

動きなど新たな懸念には事欠かないが、人出の緩やかな回復が消費を支えるとみら

れ、景気の一段の減速は避けられよう。

経済へのてこ入れは金融面にもみられた。特に「20ヵ条の措置」と同日に公表された

不動産支援計画は、流動性危機への手当と信用力の高い企業への貸出増などこれ

までの引き締め政策と一線を画す踏み込んだ内容となった。また、人民銀行は預金

準備率を引き下げ、金融機関の貸出原資を拡充した。ただし、上海ロックダウン後に

貸出条件が緩和されたにも関わらず企業や個人の資金需要は落ち込んでおり、一連

の資金供給強化策は、活動制限の緩和で先行き不透明感が払拭され、企業の投資

需要が持ち直すことで効果を発揮するとみられる。

［経済調査室エコノミスト 米谷 友利］

（備考）1.中国国家衛生健康委員会
2.22年11月末まで

不動産政策や金融面も
緩和の動き

ゼロコロナ政策の調整が
矢継ぎ早に打ち出される

貸出環境と預金準備率

（備考）各種報道などによりDBJ作成

新規感染者数

今 月 の 論 点済

感染拡大により持ち直しに
足踏みがみられる

中 国 経 済

11月以降の主なゼロコロナ政策緩和措置

（備考）中国人民銀行

2022年7～9月期実質GDP成長率は前期比

3.9％増加し、上海ロックダウンの影響を受け

た4～6月期から持ち直した。しかし、頻発する

活動制限や不動産市場の調整、外需減速な

どもあり持ち直しは緩やかにとどまっている。

また、11月は北京や重慶、広州など主要都市

をはじめ広範囲に感染が拡大し、厳格な活動

制限のもとで、生産が減速したほか小売や不

動産投資が大幅減となるなど、持ち直しの動

きに足踏みがみられる。
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（千人）

（日次）2022

無症状

有症状

「20ヵ条」（11/11） 「10ヵ条」（12/7）

隔離
政策

隔離期間は10日→8日
二次的濃厚接触者の判定
廃止

軽症者、無症状者の
自宅隔離を容認

ロック
ダウン

移動制限が残る「中リスク
地域」の分類停止

都市ロックダウンの禁止
（最大管理区分は建物毎）

入国
規制

入国フライトの随時中止制
度を廃止

迅速に検疫政策を調整

その他
地方政府の過度な
活動制限を取り締まり

PCR検査、健康コード
提示要件の大幅緩和
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＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿中 国 経 済

 主 要 指 標済
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＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
新 興 国 経 済

新興国は3ヵ月毎の取り上げ
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2019

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿新 興 国 経 済
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＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
マーケット動向
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円高



＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
産業動向
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2021
22/10

2021
22/10

世界計 6.0 3.2 3.2 2.9 2.7 4.7 8.3 8.8 5.7 6.5 3.0 3.1 2.2 2.2 2.7

先進国・地域 [42.0] 5.2 2.5 2.4 1.4 1.1 3.1 6.6 7.2 3.3 4.4 - 2.8 - 0.8 1.4

日本 [3.8] 1.7 1.7 1.7 1.7 1.6 ▲0.2 - 2.0 - 1.4 1.6 1.6 1.4 1.8 0.9

米国 [15.7] 5.7 2.3 1.6 1.0 1.0 4.7 - 8.1 - 3.5 1.5 1.8 0.5 0.5 1.0

カナダ [1.4] 4.5 3.4 3.3 1.8 1.5 3.4 - 6.9 - 4.2 3.4 3.2 1.5 1.0 1.3

イギリス [2.3] 7.4 3.2 3.6 0.5 0.3 2.6 - 9.1 - 9.0 3.4 4.4 0.0 ▲0.4 0.2

EU [14.8] 5.4 2.8 3.2 1.6 0.7 2.9 - 9.2 - 6.8 - - - - -

ドイツ [3.3] 2.6 1.2 1.5 0.8 ▲0.3 3.2 - 8.5 - 7.2 1.2 1.8 ▲0.7 ▲0.3 1.5

フランス [2.3] 6.8 2.3 2.5 1.0 0.7 2.1 - 5.8 - 4.6 2.6 2.6 0.6 0.6 1.2

イタリア [1.9] 6.6 3.0 3.2 0.7 ▲0.2 1.9 - 8.7 - 5.2 3.4 3.7 0.4 0.2 1.0

オーストラリア [1.0] 4.9 3.8 3.8 2.2 1.9 2.8 - 6.5 - 4.8 4.1 4.0 2.0 1.9 1.6

ニュージーランド [0.2] 5.6 - 2.3 - 1.9 3.9 - 6.3 - 3.9 - 2.1 - 1.0 1.2

香港 [0.3] 6.3 - ▲0.8 - 3.9 1.6 - 1.9 - 2.4 - - - - -

シンガポール [0.4] 7.6 - 3.0 - 2.3 2.3 - 5.5 - 3.0 - - - - -

台湾 [1.0] 6.6 - 3.3 - 2.8 2.0 - 3.1 - 2.2 - - - - -

韓国 [1.7] 4.1 2.3 2.6 2.1 2.0 2.5 - 5.5 - 3.8 2.8 2.7 2.2 1.8 1.9

新興市場国と発展途上国 [58.0] 6.6 3.6 3.7 3.9 3.7 5.9 9.5 9.9 7.3 8.1 - - - - -

アジア [32.5] 7.2 4.6 4.4 5.0 4.9 2.2 - 4.1 - 3.6 - - - - -

中国 [18.6] 8.1 3.3 3.2 4.6 4.4 0.9 - 2.2 - 2.2 3.2 3.3 4.7 4.6 4.1

マレーシア [0.7] 3.1 5.1 5.4 4.7 4.4 2.5 - 3.2 - 2.8 - - - - -

タイ [0.9] 1.5 2.8 2.8 4.0 3.7 1.2 - 6.3 - 2.8 - - - - -

フィリピン [0.7] 5.7 6.7 6.5 5.0 5.0 3.9 - 5.3 - 4.3 - - - - -

インドネシア [2.4] 3.7 5.3 5.3 5.2 5.0 1.6 - 4.6 - 5.5 5.0 5.3 4.8 4.7 5.1

ベトナム [0.8] 2.6 - 7.0 - 6.2 1.8 - 3.8 - 3.9 - - - - -

ブルネイ [0.0] ▲1.6 - 1.2 - 3.3 1.7 - 2.5 - 2.0 - - - - -

カンボジア [0.1] 3.0 - 5.1 - 6.2 2.9 - 5.2 - 3.8 - - - - -

ラオス [0.0] 2.1 - 2.2 - 3.1 3.8 - 15.0 - 9.0 - - - - -

ミャンマー [0.2] ▲17.9 - 2.0 - 3.3 3.6 - 16.2 - 13.3 - - - - -

インド [7.0] 8.7 7.4 6.8 6.1 6.1 5.5 - 6.9 - 5.1 6.9 6.6 5.7 5.7 6.9

バングラデシュ [0.8] 6.9 - 7.2 - 6.0 5.6 - 6.1 - 9.1 - - - - -

中東･中央アジア [7.4] 4.5 4.8 5.0 3.5 3.6 12.9 - 13.8 - 13.1 - - - - -

パキスタン [0.9] 5.7 6.0 6.0 3.5 3.5 8.9 - 12.1 - 19.9 - - - - -

サウジアラビア [1.2] 3.2 7.6 7.6 3.7 3.7 3.1 - 2.7 - 2.2 9.9 - 6.0 - -

イラン [1.0] 4.7 3.0 3.0 2.0 2.0 40.1 - 40.0 - 40.0 - - - - -

エジプト [1.0] 3.3 5.9 6.6 4.8 4.4 4.5 - 8.5 - 12.0 - - - - -

ヨーロッパ [7.8] 6.8 ▲1.4 0.0 0.9 0.6 9.5 - 27.8 - 19.4 - - - - -

トルコ [2.0] 11.4 4.0 5.0 3.5 3.0 19.6 - 73.1 - 51.2 5.4 5.3 3.0 3.0 3.4

ロシア [3.1] 4.7 ▲6.0 ▲3.4 ▲3.5 ▲2.3 6.7 - 13.8 - 5.0 ▲5.5 ▲3.9 ▲4.5 ▲5.6 ▲0.2

ﾗﾃﾝｱﾒﾘｶ・ｶﾘﾌﾞ諸国 [7.3] 6.9 3.0 3.5 2.0 1.7 9.8 - 14.1 - 11.4 - - - - -

メキシコ [1.8] 4.8 2.4 2.1 1.2 1.2 5.7 - 8.0 - 6.3 2.1 2.5 1.5 1.6 2.1

アルゼンチン [0.7] 10.4 4.0 4.0 3.0 2.0 48.4 - 72.4 - 76.1 3.6 4.4 0.4 0.5 1.8

ブラジル [2.3] 4.6 1.7 2.8 1.1 1.0 8.3 - 9.4 - 4.7 2.5 2.8 0.8 1.2 1.4

サハラ以南アフリカ [3.1] 4.7 3.8 3.6 4.0 3.7 11.1 - 14.4 - 11.9 - - - - -

南アフリカ [0.6] 4.9 2.3 2.1 1.4 1.1 4.6 - 6.7 - 5.1 1.7 1.7 1.1 1.1 1.6

ナイジェリア [0.8] 3.6 3.4 3.2 3.2 3.0 17.0 - 18.9 - 17.3 - - - - -

2023
22/9   22/11

2024
22/11

[2021年構成比]
2022

22/7   22/10
2023

22/7   22/10
2022

22/7   22/10
2023

22/7   22/10
2022

 22/9   22/11

 世 界 経 済 見 通 し

IMF予測 OECD予測

実質GDP成長率 消費者物価上昇率 実質GDP成長率

（％）

（備考）1.IMF“World Economic Outlook”、OECD“Economic Outlook”

2.構成比はIMF資料に基づく

経 済 見 通 し
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経 済 見 通 し

政府経済見通し/ESPフォーキャスト調査 （％）

日銀 経済・物価情勢の展望（2022/10）

日銀短観（全国企業） （％pt）

変化幅

　業況判断（良い－悪い） 全産業 ▲ 5 
　生産・営業用設備（過剰－不足） 全産業 ▲ 3 ▲ 1 
　雇用人員判断（過剰－不足） 全産業 ▲33 ▲ 2 
　資金繰り（楽である－苦しい） 全産業

　金融機関貸出態度（緩い－厳しい） 全産業

　借入金利水準（上昇－低下） 全産業 15 9 
（前年度比、％）

修正率 修正幅

全産業 1.6 
全産業 6.3 

全産業 0.28

（％）

2022/9調査 2022/12調査

最近 先行き 最近 先行き
変化幅

3 1 6 3 
▲ 1 ▲ 3 ▲ 2 ▲ 1 

伸び率

▲28 ▲31 ▲31 ▲ 3 
12 12 0 

0 

2021年度 2022年度（計画）

伸び率

6 

修正率 修正幅

売上高経常利益率
（％、％ポイント）

6.22 -

売上高 4.3 -
経常利益 42.7 -

1 

全規模合計

全規模合計

売上・収益

7.7 
7.5 

6.21 

2022/12調査

17 17 0 
6 13 

2022年度

国内総生産・実質 3.2 2.0 1.65 1.07 0.99

　民間最終消費支出 4.0 3.6 2.69 1.26 -

　民間住宅 0.9 ▲  2.1 ▲ 4.30 0.41 -
　民間企業設備 5.1 2.2 3.40 2.45 -

　政府支出 0.1 ▲  0.3 1.15 0.53 -
　財貨・サービスの輸出 5.5 2.5 4.59 0.89 -

　財貨・サービスの輸入 4.1 3.8 7.10 1.57 -
　内需寄与度 3.0 2.3 - - -

　外需寄与度 0.2 ▲  0.3 - - -

国内総生産・名目 3.6 2.1 1.96 2.68 -

完全失業率 2.4 2.4 2.56 2.49 -
雇用者数 0.4 0.5 - - -
鉱工業生産指数 5.0 2.0 1.31 1.93 -
国内企業物価指数 2.0 9.8 - - -
消費者物価指数（総合） 0.9 2.6 - - -
 同上 　 （除く生鮮食品） - - 2.76 1.73 1.16

GDPデフレーター 0.4 0.0 - - -

政府経済見通し

2022年度
2022/1 2022/7

日本経済研究センター

ESPフォーキャスト調査
2023年度 2024年度
2022/12

（備考）内閣府「令和4年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」（2022年1月17日閣議決定）、「令和4年度 内閣府年央試算」

（2022年7月25日）、日本経済研究センター「ESPフォーキャスト調査」（2022年12月15日）

（備考）1.日本銀行「経済・物価情勢の展望」 2.（ ）は前回

（備考）日本銀行「第195回 全国企業短期経済観測調査」

国内総生産・実質

消費者物価指数（除く生鮮食品）

2024年度

1.3～1.6(1.1～1.5)

1.5～1.9(1.1～1.5)2.8～2.9（2.2～2.4） 1.5～1.8（1.2～1.5）

1.8～2.1（2.2〜2.5） 1.5～2.0（1.7～2.1）

2022年度 2023年度
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 経 済 見 通 し

設 備 投 資 計 画 調 査
（％）

 

 2021年度 2022年度 2023年度

全 産 業 1,758 ▲ 3.8 26.8 ▲ 1.2  資本金10億円以上

2022/6 製 造 業 824 3.5 30.7 ▲ 8.3 

非製造業 934 ▲ 7.2 24.8 3.3 

 全 産 業 1,815 ▲ 2.3 19.2 －  資本金10億円以上

日本銀行 2022/12 製 造 業 959 ▲ 0.5 21.1 － 　

 非製造業 856 ▲ 3.3 18.0 －  [短　観］

全 産 業 876 ▲ 0.2 25.0 －  上場企業と資本金1億円

2022/4 製 造 業 485 5.5 27.7 －  以上の有力企業

非製造業 391 ▲ 7.7 20.8 －

全 産 業 3,801 － 21.3 －  資本金10億円以上

2022/11 製 造 業 1,307 － 31.0 －

非製造業 2,494 － 16.3 － ［法人企業景気予測調査］

全 産 業 3,735 ▲ 8.7 10.9 ▲ 2.5  資本金1億円以上10億円未満

2022/6 製 造 業 1,452 ▲12.6 29.5 ▲10.4 

非製造業 2,283 ▲ 5.9 ▲ 2.3 3.8 

 全 産 業 2,574 ▲ 2.3 11.8 －  資本金1億円以上10億円未満

日本銀行 2022/12 製 造 業 1,006 2.0 27.1 －

 非製造業 1,568 ▲ 4.6 3.1 －  [短　観］

全 産 業 3,053 － 6.8 －  資本金1億円以上10億円未満

2022/11 製 造 業 870 － 11.0 －

非製造業 2,183 － 4.8 － ［法人企業景気予測調査］

 全 産 業 4,846 6.2 3.8 －  資本金2千万円以上1億円未満

日本銀行 2022/12 製 造 業 1,828 6.8 11.0 －

 非製造業 3,018 5.9 0.1 －  [短　観］

全 産 業 4,233 － ▲16.2 －  資本金1千万円以上1億円未満

2022/11 製 造 業 1,380 － ▲ 9.1 －

非製造業 2,853 － ▲19.4 － ［法人企業景気予測調査］

日本政策
金融公庫

2022/9 製 造 業 6,601 3.7 19.7 －  従業員20人以上300人未満

日本銀行 2022/12 （上記の外数） 257 ▲16.2 19.4 － ［短　観］

内閣府
財務省

2022/11 （上記の内数） － － 22.0 － ［法人企業景気予測調査］

地域別動向（日本政策投資銀行） （％）

1.設備投資額前年度比は、国内、工事ベース（日本公庫は支払ベース）、土地を含み、ソフトウェアは含まず、
   単体決算ベースで集計（日本経済新聞社は連結決算ベース）
2.回答会社数は主業基準分類で、日本銀行については調査対象社数を記載
3.内閣府・財務省の過年度分は実績値が公表されていない

金

融

中
 

堅
 

企
 

業

日本政策
投資銀行

内閣府
財務省

中
　
小
　
企
　
業

内閣府
財務省

調  査
時  点

 業　種
回  答
会社数

備  考
 （対象企業など）

 
大
　
　
　
企
　
　
　
業

日本政策
投資銀行

日本経済
新聞社

内閣府
財務省

設備投資額前年度比

北海道 東北
北関東
甲信

首都圏 北陸 東海 関西 中国 四国 九州

2021年度 ▲17.9 24.6 4.9 ▲ 5.1 ▲34.3 7.4 ▲ 4.7 ▲ 5.1 ▲ 0.3 11.9 

2022年度 21.7 36.7 51.6 40.0 25.5 15.0 26.9 31.0 7.5 14.3 
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2022年12月号 XR・メタバースは観光振興にいかに活用できるか

2022年11月号

製造実行システム（MES）の投資判断における非財務価値の活用

2022年10月号  水素の利用拡大に向けて
～カーボンニュートラル対応を成長の好機に～

車載半導体不足の要因分析と安定調達に向けた方策

景気後退の懸念が高まる米国経済

2022年9月号 2022年度設備投資計画調査の概要

70年代のスタグフレーションの再来はあるのか

円安や経済安保で国内回帰は進むか

長期に伸び悩む日本の消費

インフレで国内の消費行動はどう変わったか

日米製造業の研究開発効率

2022年7・8月号 米住宅を起点とする金融危機の再来はあるか

2022年6月号 経済安全保障を見据えた在庫戦略
～半導体サプライチェーンのチョークポイント分析～

歴史的な円安をどうみるか

濃淡がみられる新興国の資源インフレ

DBJ Monthly Overview
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高まるインバウンドへの期待と課題

©Development Bank of Japan Inc. 2023
本資料は情報提供のみを目的として作成されたものであり、取引などを勧誘するものではありません。本資料は当行が信頼に
足ると判断した情報に基づいて作成されていますが、当行はその正確性・確実性を保証するものではありません。本資料のご
利用に際しましては、ご自身のご判断でなされますようお願い致します。本資料は著作物であり、著作権法に基づき保護され
ています。本資料の全文または一部を転載・複製する際は、著作権者の許諾が必要ですので、当行までご連絡下さい。著作
権法の定めに従い引用・転載・複製する際には、必ず、『出所：日本政策投資銀行』と明記して下さい。


	 Contents
	【今月のトピックス】2040年に向けたデジタルヘルスの活用～バーチャルホスピタルの実現へ～
	今月の景気判断
	日本経済
	米国経済
	欧州経済
	中国経済
	新興国経済
	マーケット動向
	産業動向
	世界経済見通し
	経済見通し
	設備投資調査一覧
	「今月のトピックス」バックナンバー、各種お問い合わせ



